
（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求を　　
いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆さまに　
電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第９回定時株主総会資料

●　事業報告
「新株予約権等の状況」
「業務の適性を確保するための体制及び当該体制の運用状況」

●　連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」

●　計算書類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

第９期（2022年４月１日～2023年３月31日）
株式会社コンフィデンス



第１回新株予約権 第２回新株予約権
発行決議日 2019年３月28日 2020年３月26日

新株予約権の数 329個 394個

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式 65,800株
（新株予約権１個につき 200株）

（注）1　

普通株式 78,800株
（新株予約権１個につき 200株）

（注）1　
新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり 100,000円
（１株当たり 500円）

（注）1
　

新株予約権１個当たり 100,000円
（１株当たり 500円）

（注）1　
権利行使期間 2022年３月29日～2029年３月28日 2023年３月27日～2030年３月26日

行使の条件 （注）2 （注）2

役員の
保有状況

取締役
(社外取締役を除く)

新株予約権の数 90個
目的となる株式数 18,000株
保有者数 2人　　

新株予約権の数 188個
目的となる株式数 37,600株
保有者数（注）3 3人　　

社外取締役 該当事項はありません。
新株予約権の数 30個
目的となる株式数 6,000株
保有者数 1人
　

新株予約権等の状況（2023年３月31日現在）
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

(注) 1. 2020年12月10日開催の取締役会決議により、2020年12月10日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っております。
これにより「新株予約権の目的となる株式の種類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」が調整されておりま
す。

2. 行使の条件は以下のとおりです。
・当社の株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場されていること。
・新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、
監査役および従業員の地位にあることを要するものとする。
・新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。
・その他の条件は当社と新株予約権者の割り当てを受けたものとの間で締結した「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

3. 取締役１名に付与している第２回新株予約権は、使用人として在籍中に付与されたものであります。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

③その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社グループの内部統制システムといたしましては、①経営の透明性、②コンプライアンスの徹底、③経営の
意思決定の迅速化を重要な経営課題と位置づけ、コーポレート・ガバナンス体制を強化することでこれらに対応
する組織体制を構築しております。
　当社では、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のような業務の適正性を確保するための体制整備の基本
方針として、内部統制システムの整備の基本方針を定めております。

ａ. 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア. 当社及び子会社は、透明性の高い健全な経営を実現すべく、取締役・使用人が国内外の法令、社内規
程、社会常識・モラル等のルールを遵守した行動を取るためのコンプライアンス体制を確立しておりま
す。

イ. このコンプライアンス意識の徹底のため、管理本部が各事業部と連携をとりつつ、コンプライアンス体
制整備を全社横断的に実施しております。

ウ. 監査役及び内部監査室は連携してコンプライアンス体制を監査し、定期的に取締役会及び監査役会に報
告しております。

エ. 社外取締役の招聘とその役割の発揮により、経営の透明性と公正な意思決定を実践しております。取締
役会は取締役会規程に基づいて運営し、取締役間相互に業務執行を監督しております。監査役は取締役
会に出席し取締役の業務執行を監査しております。

オ. 役員・従業員は、反社会的勢力及び団体との関係を常に遮断し、被害の防止とステークホルダーの信頼
を損なわないよう行動しております。

ｂ. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ア. 取締役は、以下の文書をはじめ、その職務の執行に係る重要な情報を法令及び文書管理規程に基づき適

切に保存及び管理しております。
ⅰ株主総会議事録
ⅱ取締役会議事録
ⅲ経営会議議事録
ⅳ取締役を決裁者とする稟議書類及びその添付資料
ⅴその他重要会議書類
イ. 取締役、監査役は、これらの文書等を閲覧できるものとしております。
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ｃ. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア. リスク管理規程等を策定し、リスクの状況の把握とその適切な評価に努めると共に緊急体制の整備を図

り、迅速かつ効果的なリスク管理体制を整備しております。
イ. 当社グループの事業特性を踏まえ、個人情報保護基本規程、個人番号及び特定個人情報取扱規程、情報

セキュリティ管理規程等を定め、当該規程等の環境変化に対応した更新・改正や教育等を行っておりま
す。

ウ. 監査役及び内部監査室は、連携して各部門のリスク管理状況を監査し、定期的に、又は必要に応じて、
取締役会及び監査役会に報告することとしております。

エ. 大規模地震や火災などによる当社基幹システムの停止、事故の発生などによって当社グループのステー
クホルダーの健康・安全に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクが顕在化した場合は、管理本部長を
委員長とする臨時リスク管理委員会を開催し、迅速かつ適切な対応のもと、損失、危険の最小化を図る
こととしております。

ｄ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　原則、月１回の取締役会及び経営会議、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、取締役間の情報共有と
業務執行にかかる重要な意思決定を行なうとともに、取締役の職務執行の監督を行っております。
　取締役会規程、職務分掌規程、職務権限規程等により取締役の職務執行に関する権限及び責任を定めてお
ります。また、必要に応じて見直しを行っております。

ｅ. 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア. 当社の内部監査室は、当社及び子会社の内部監査を実施しております。
イ. 子会社の事業展開及び事業計画進捗を把握・管理するために、取締役会をはじめ、連結ベースでの報告

が行なわれ、職務権限規程において、当社同様に事前の承認・報告する事項が定められております。

ｆ. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及びその
使用人の取締役からの独立性に関する事項

ア. 監査役会の要請により監査役業務補佐のため、監査役が指揮権を有する専任スタッフをおくことができ
るものとしております。当該専任スタッフは、取締役の指揮命令は受けないこととしております。

イ. 当該専任スタッフの人事異動及び考課は、事前に監査役の同意を得るものとしております。

ｇ. 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制
ア. 監査役は、取締役会及び経営会議等の重要会議に出席し、取締役及び使用人から重要な職務執行等に係

る報告を受けることができることとしております。
イ. 取締役及び使用人は、法令・定款に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実、取締
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役の職務執行に関して不正行為があった場合には、速やかに監査役にその内容を報告することとしてお
ります。

ウ. 監査役は監査役が必要と判断した情報については、当該部門から直接その報告を受けることとしており
ます。

ｈ. 監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための
体制

　当社は内部通報制度を通じた通報を含め、監査役に報告した者に対し、当該通報・報告をしたことを理由
として、解雇その他不利な取り扱いを行うことを禁止し、これを取締役及び使用人に周知徹底しておりま
す。

ｉ. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の監査費用等の処理に係る方針に関
する事項
　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求があった場合には、当該請求に係る費用又は債
務等が監査役の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じることとしておりま
す。

ｊ. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア. 監査役は、監査役監査の実効性を高めるため、代表取締役と定期的に意見交換を行っております。
イ. 監査役は、定期的に会計監査人及び内部監査室と連携をとり、監査役監査を行っております。
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(2022年４月 1 日から
2023年３月31日まで)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 497,384 389,378 761,274 － 1,648,036
当連結会計年度変動額

新株の発行（新株予約権の
行使） 10,650 10,650 21,300

剰余金の配当 △274,932 △274,932
親会社株主に帰属する当期
純利益 617,889 617,889
自己株式の取得 △83 △83
株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額（純額） －

当連結会計年度変動額合計 10,650 10,650 342,957 △83 364,174
当連結会計年度末残高 508,034 400,028 1,104,231 △83 2,012,210

新株予約権 純資産合計

当連結会計年度期首残高 7,371 1,655,407
当連結会計年度変動額

新株の発行（新株予約権の
行使） 21,300
剰余金の配当 △274,932
親会社株主に帰属する当期
純利益 617,889
自己株式の取得 △83
株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額（純額） 4,012 4,012
当連結会計年度変動額合計 4,012 368,186

当連結会計年度末残高 11,383 2,023,594

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数 １社
・連結子会社の名称 株式会社 Dolphin

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産
　定率法を採用しております。
　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。また、取得価額10万
円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建　　　　　　　物 15年
工具、器具及び備品 ３年～15年

ロ．無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

② 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金
　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。なお、当連結会計年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒
懸念債権等もないため、貸倒引当金を計上しておりません。
ロ．賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。
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③ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①人材事業

　当社グループは、主にゲーム業界を中心としてクリエイター等の人材を顧客に派遣する人材派遣サービスを提供して
います。人材派遣サービスについては、契約に基づき労働力を提供する義務を負っています。当該履行義務は、派遣社
員による労働力の提供に応じて充足されると判断し、派遣社員の派遣期間における稼働実績に応じて収益を認識してお
ります。

②メディア事業
　当社グループは、女性向けの情報等を、当社グループが運営するインターネットサイトに掲載し、サービス利用・商
品購入を検討する個人へ提供することで、顧客より広告掲載料を得ています。広告掲載に関しては、主にインターネッ
トサイトへの広告が掲載され、閲覧された時点で当該サービスに対する支配が顧客に移転し、履行義務を充足したと判
断し、同時点で収益を認識しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

3. 表示方法の変更に関する注記
　該当事項はありません。
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繰延税金資産 56,483千円

4. 会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①当年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　繰延税金資産は、将来減算一時差異のうち将来にわたり税金負担額を軽減することが認められる範囲内で認識して
います。

②当年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　繰延税金資産の回収可能性は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基
準適用指針第 26 号)で示されている、企業の分類の妥当性、将来の課税所得の十分性、将来減算一時差異の解消見込
年度のスケジューリングに用いられる仮定に依存します。課税所得の見積りは事業計画を基礎としており、過去実績
や市場動向を踏まえた派遣配属数の予測に伴う売上高の増加等の仮定を含んでおります。これらは経営者の重要な判
断と見積りの要素を伴う主要な仮定が含まれております。

③翌年度の連結計算書類に与える影響
　課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に生
じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌報告期間以降の連結計算書類において繰延税金資産を認識する金額に
重要な影響を与える可能性があります。

5. 会計上の見積りの変更に関する注記
　（耐用年数の見積りの変更）

　当社は2022年11月10日開催の取締役会において、受託事業のQAスタジオ移転に関する決議をいたしました。これに伴
い、移転後利用見込みのない固定資産について耐用年数を短縮し、将来にわたり変更しております。
　また、原状回復費用に関して見積りの変更を行うことで、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に
見積り、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上しております。
　この見積りの変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそ
れぞれ7,016千円減少しております。
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 4,580,400 42,600 － 4,623,000

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） － 46 － 46

決 議 株 式 の 種 類 配 当 の 総 額 1 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 2 年 ５ 月 1 2 日
取 締 役 会 普通株式 183,216千円 40円 2022年3月31日 2022年6月16日

2022年11月10日
取 締 役 会 普通株式 91,716千円 20円 2022年9月30日 2022年12月5日

決 議 株 式 の 種 類 配 当 の 原 資 配 当 の 総 額 1 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 3 年 ５ 月 1 2 日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 129,442千円 28円 2023年3月31日 2023年6月14日

普通株式 21,400株

6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数

（注）発行済株式の総数の増加の内訳は、次のとおりであります。
新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　    42,600株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加　    46株

(3) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金の支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種
類及び数
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7. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、運転資金の資金調達については自己資金による充当を基本としておりますが、事業規模の変動等に伴
い運転資金が必要となる場合や新規事業に係る資金需要が生じた場合には、銀行借入や新株発行により調達する方針であ
ります。
　資金運用については、短期的な預金等に限定して保有しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、与
信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
　差入保証金は、事務所賃借に伴う保証金であります。これらは、差入先の信用リスクに晒されておりますが、賃貸借契
約に際し差入先の信用状況を把握するとともに、定期的にモニタリングを行い、信用度を個別に管理しております。
　営業債務である未払金及び未払費用は１ヶ月以内の支払期日であります。未払法人税等及び未払消費税等は１年以内の
支払期日であります。
　借入金は、子会社株式取得に必要な資金の調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されております。借入
金の償還日は、決算日後１年以内であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権について、取引先ごとに与信限度額を定めると同時に、取引規模に応じ信用調査を行っております。
ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、適時に資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスクを管理しております。
④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており
ます。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、市場価額が
変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

差入保証金（＊4） 44,811 42,121 △2,689
　資産計 44,811 42,121 △2,689

連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 20,900

１年以内（千円） １年超５年以内（千円） ５年超10年以内（千円） 10年超（千円）
現金及び預金 2,047,536 － － －
売掛金 572,768 － － －
未収入金 418 － － －
差入保証金 2,796 1,657 － 40,357

合計 2,623,519 1,657 － 40,357

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金
（１年内返済予定分を含む）

22,500 － － － － －

合計 22,500 － － － － －

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(＊1) 「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「未払金」「未払費用」「未払法人税等」「未払消費税等」については、短期で決済されるた
め時価が帳簿価額と近似するものであることから、記載を省略しております。

(＊2)   市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(＊3) 「長期借入金（１年内返済予定分含む）」については、変動金利による借入であり、市場金利を反映していること及び当社の信用状態は
実行後大きく変化していないため時価が帳簿価額に近似していると考えられ、時価との差額に重要性がないことから記載を省略しており
ます。

(＊4) 連結貸借対照表における差入保証金の金額と金融商品の時価開示における「連結貸借対照表計上額」との差額は、当連結会計年度末にお
ける差入保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額の未償却残高であります。

(注) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資 産

差入保証金
　差入保証金の時価は、合理的に見積もった差入保証金の返還予定時期に基づき、リスクフリー・レートで割り引いた現
在価値により算定しております。なお、リスクフリー・レートの利率がマイナスの場合は、割引率を零として時価を算定
しております。

(3) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(4) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
差入保証金 － 42,121 － 42,121

(5) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。
レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを使用して算定
した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベル
のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
差入保証金
　差入保証金の時価は、合理的に見積もった差入保証金の返還予定時期に基づき、リスクフリー・レートで割り
引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（単位：千円）
報告セグメント

調整額 合計
人材 メディア 計

一時点で移転されるサービス 267,527 45,927 313,454 － 313,454
一定の期間にわたり移転されるサー
ビス

4,853,027 31,406 4,884,434 － 4,884,434

顧客との契約から生じる収益 5,120,555 77,333 5,197,888 － 5,197,888

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 5,120,555 77,333 5,197,888 － 5,197,888

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 515,231千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 572,768千円

返金負債（期首残高） 276千円

返金負債（期末残高） 97千円

8. 収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
に関する注記等　(3)会計方針に関する事項　③重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末に
おいて存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

①契約資産及び契約負債の残高等
　当社グループの契約資産及び契約負債の内訳は以下の通りです。

②残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループの当連結会計年度末現在で未充足の履行義務に係る将来認識されると見込まれる収益に重要性はあり
ません。
　なお、当社グループは、実務上の簡便法を適用し、当初の予想残存期間が１年以内の残存履行義務に関する情報の
開示を省略しております。
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(1) １株当たり純資産額 435円27銭
(2) １株当たり当期純利益 134円80銭

吸収合併消滅会社の名称 株式会社インターワークス
事業の内容 メディア&ソリューション事業、人材紹介事業、採用支援事業

9. １株当たり情報に関する注記

10.重要な後発事象に関する注記
（会社の合併）

当社及び株式会社インターワークス（以下「インターワークス」）は、2023年５月12日開催の取締役会において、
2023年８月１日（予定）を効力発生日として両社の合併を決議し、当社を吸収合併存続会社、インターワークスを吸収
合併消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」）に係る合併契約を締結いたしました。

また、同時に、当社は本合併の効力発生日に、商号を「株式会社コンフィデンス・インターワークス」（英文表記：
「Interworks Confidence Inc.」）に変更することを予定しております。

なお、本合併は、両社の株主総会の承認を条件としております。

１．企業結合の目的
当社と株式会社インターワークスは、「人材ビジネスの領域拡大・クロスセルによる事業成長の実現」、「メディア事

業の強化」、及び「経営基盤の強化・管理コストの削減」を軸に、統合効果の実現を目指してまいります。

２．企業結合日
2023年８月１日（予定）

３．吸収合併消滅会社の名称及び事業の内容

４．企業結合の法的形式
当社を吸収合併存続会社、インターワークスを吸収合併消滅会社とする吸収合併

５．結合企業の名称
株式会社コンフィデンス・インターワークス

　（英文表記：Interworks Confidence Inc.）

６．企業結合に係る割当ての内容
①株式の種類別の合併比率
インターワークスの普通株式１株に対して当社の普通株式0.205株を割当て交付いたします。
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吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社
(1) 名称 株式会社コンフィデンス 株式会社インターワークス
(2) 所在地 東京都新宿区新宿二丁目19番１号 東京都港区西新橋一丁目６番21号
(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　澤岻　宣之 代表取締役社長　松本　和之

(4) 事業内容 人材事業、メディア事業
メディア＆ソリューション事業、
人材紹介事業、採用支援事業

(5) 資本金 508百万円 172百万円
(6) 設立年月日 2014年８月 1991年３月
(7) 発行済株式数 4,623,000株 9,800,000株
(8) 決算期 ３月31日 ３月31日
(9) 従業員数 958名（連結） 190名

取締役会決議日（両社） 2023年５月12日
契約締結日（両社） 2023年５月12日
株主総会基準日（両社） 2023年３月31日
株主総会決議日（インターワークス） 2023年６月23日（予定）
株主総会決議日（当社） 2023年６月28日（予定）
最終売買日（インターワークス） 2023年７月27日（予定）
上場廃止日（インターワークス） 2023年７月28日（予定）
合併の効力発生日 2023年８月１日（予定）

②合併比率の算定方法
本合併比率の公正性を確保するため、各社がそれぞれ別個に独立した第三者算定機関に合併比率の算定を依頼すること

とし、当社は株式会社SBI証券を、インターワークスは山田コンサルティンググループ株式会社を選定いたしました。
当社及びインターワークスは、両社が選定した第三者算定機関から受領した算定結果等を参考に、それぞれ両社の財務

状況、業績動向、株価動向等を勘案し、合併比率について真摯に交渉・協議を重ねた結果、最終的に上記の合併比率が妥
当であり、それぞれの株主様の利益に資するものであると判断し、合意・決定いたしました。

７．引き継ぐ資産・負債の額
現時点で確定しておりません。

８．合併当事会社の概要
2023年３月31日現在

９．合併の時期
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合併後の統合新会社

(1) 名称（予定）
株式会社コンフィデンス・インターワークス
（英文表記；Interworks Confidence Inc.）

(2) 所在地 東京都新宿区新宿二丁目19番１号

(3) 代表者の役職・氏名
代表取締役社長　澤岻　宣之
（現　株式会社コンフィデンス　代表取締役社長）

(4) 事業内容
HRソリューション事業（人材派遣・受託・人材紹介）
メディア&ソリューション事業

(5) 資本金 現時点で確定しておりません。
(6) 決算期 ３月
(7) 純資産 現時点で確定しておりません。
(8) 総資産 現時点で確定しておりません。

10．合併及び商号変更後の状況

11．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点で確定しておりません。
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(2022年４月 1 日から
2023年３月31日まで)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 497,384 407,384 407,384 731,801 731,801 － 1,636,569
当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） 10,650 10,650 10,650 21,300
剰余金の配当 △274,932 △274,932 △274,932
当期純利益 615,441 615,441 615,441
自己株式の取得 △83 △83
株主資本以外の項目の当
期変動額（純額） －

当期変動額合計 10,650 10,650 10,650 340,509 340,509 △83 361,726
当期末残高 508,034 418,034 418,034 1,072,311 1,072,311 △83 1,998,295

新株予約権 純資産
合計

当期首残高 7,371 1,643,940
当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） 21,300
剰余金の配当 △274,932
当期純利益 615,441
自己株式の取得 △83
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 4,012 4,012

当期変動額合計 4,012 365,738
当期末残高 11,383 2,009,679

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社株式 移動平均法による原価法
②その他有価証券
　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　定率法を採用しております。
　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。また、取得価額10万
円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年
工具、器具及び備品 ３年～15年

② 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念
債権等もないため、貸倒引当金を計上しておりません。
② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社は、ゲーム業界を中心としてクリエイター等の人材を顧客に派遣する人材派遣サービスを提供しています。人材派
遣サービスについては、契約に基づき労働力を提供する義務を負っています。当該履行義務は、派遣社員による労働力の
提供に応じて充足されると判断し、派遣社員の派遣期間における稼働実績に応じて収益を認識しております。
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繰延税金資産 56,483千円

短期金銭債権 3,392千円

2. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

3. 表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

4. 会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　①の金額の算出方法は、連結注記表 ４.会計上の見積りに関する注記の内容と同一であります。

5. 会計上の見積りの変更に関する注記
　（耐用年数の見積りの変更）
　当社は2022年11月10日開催の取締役会において、受託事業のQAスタジオ移転に関する決議をいたしました。これに伴
い、移転後利用見込みのない固定資産について耐用年数を短縮し、将来にわたり変更しております。
　また、原状回復費用に関して見積りの変更を行うことで、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見
積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上しております。
　この見積りの変更により、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ7,016
千円減少しております。

6. 貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権
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関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 29,162千円

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 4,580,400 42,600 － 4,623,000

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） － 46 － 46

繰延税金資産
関係会社株式評価損 183,994千円
未払事業税 10,185千円
未払事業所税 2,353千円
賞与引当金 35,406千円
減価償却超過額 1,641千円
資産除去債務 859千円
ソフトウェア償却 473千円
フリーレント賃料 5,128千円
その他 799千円
繰延税金資産小計 240,842千円
評価性引当額 △184,359千円

繰延税金資産合計 56,483千円

7. 損益計算書に関する注記

8. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数

（注）発行済株式の総数の増加の内訳は、次のとおりであります。
新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　    42,600株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加　    46株

9. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 ㈱Dolphin 所有
直接100％

役員の兼任
役務の提供

売　上　高
経営指導料

18,362
10,800

売掛金
未収入金

1,663
1,729

(1) １株当たり純資産額 432円26銭
(2) １株当たり当期純利益 134円26銭

10. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
売上高及び経営指導料については、業務の内容を勘案し、決定しております。

(2) 役員及び個人主要株主等
該当事項はありません。

11. 1株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記
（会社の合併）

当社及び株式会社インターワークス（以下「インターワークス」）は、2023年５月12日開催の取締役会において、
2023年８月１日（予定）を効力発生日として両社の合併を決議し、当社を吸収合併存続会社、インターワークスを吸収
合併消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」）に係る合併契約を締結いたしました。

また、同時に、当社は本合併の効力発生日に、商号を「株式会社コンフィデンス・インターワークス」（英文表記：
「Interworks Confidence Inc.」）に変更することを予定しております。

なお、本合併は、両社の株主総会の承認を条件としております。
詳細につきましては、連結注記表 10. 重要な後発事象に関する注記（会社の合併）に記載の通りであります。
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